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はじめに 

 近年、出産後も就業を継続する女性の割合が高まり、雇用者の共働き世帯数が専業主婦

世帯数の 2.2 倍となるなど、夫婦がともに企業などで働くことがごく普通のこととなりま

した。また、女性活躍推進法の制定・改正、企業におけるダイバーシティ＆インクルージョ

ンの取組みの進展もあり、女性が職場で十分能力を発揮し活躍していくことへの期待も増

大しています。さらに、男女を問わず従業員の成長や働きがい、そして健康を大切にするこ

とによる生産性向上、いわゆるウェルビーイングへの関心が高まっています。 

そのような中で、出産や育児を機にキャリアが停滞してしまい、女性が思うように活躍で

きない、いわゆるマミートラックの問題や、職場への気兼ね、キャリアへの影響についての

懸念から男性が育児に積極的に関われないといった課題が顕在化しています。 

そこで、今回、26 歳～40歳（1980 年～1995年生まれ）の年齢層、いわゆるミレニアル世

代の共働きの男女正社員を調査対象として、夫婦のキャリア観や家事分担の状況、それぞれ

が属する企業（職場）のキャリア形成の状況等を明らかにし、夫婦ともに家事・育児を担い

ながらキャリアアップを実現するための方策を探る調査研究を実施しました。佐藤博樹中

央大学大学院戦略経営研究科教授に委員長をお引き受け頂き、高村静 同 准教授、企業の人

事・ダイバーシティ推進部門の責任者の方々にご参集頂いて、調査研究委員会（次ページ参

照）を開催し、そこでの議論に基づき、インタビュー調査やアンケート調査及びその分析を

行いました。 

この調査研究によって、男女共同参画社会への法的整備等が進んだ中で、教育を受け就職

し、子どもをもったミレニアル世代においても、仕事経験で男女差があること、自分のキャ

リアよりも配偶者のキャリアを優先していこうと考えている女性が多いことも見えてきま

した。一方で、マミートラックに陥らずに活躍し続けたり、マミートラックから脱出し活躍

している女性がどのような要因でそれを実現できたのかについても示唆を得ることができ

ました。さらに夫婦間でキャリアについて話し合い、家事・育児を共に担いながら、キャリ

ア形成をしている人たちの存在も確認することができました。 

21 世紀職業財団では、共に働くだけでなく、それぞれがキャリアを自律的に考えて形成

し、仕事においても家庭においても充実した生活を実現している夫婦をデュアルキャリア

カップルと認識し、このようなカップルが増える環境を作ることは、あらゆる人が活躍する

社会につながり、企業や経済の発展にも資するものと考えています。本報告書では、デュア

ルキャリアカップルが増える環境を作っていくための企業等への提言と、子育てをしなが

ら働く夫婦がデュアルキャリアカップルとなるための提言を行いました。本報告書が各企

業・団体や子育てをしながらキャリア形成の意欲をもって働く方達の一助になれば幸いで

す。 

最後になりますが、大変お忙しい中、ご協力頂きました調査研究委員会の方々に厚く御礼

を申し上げます。また、インタビュー調査にご協力頂きました企業の人事・ダイバーシティ

責任者、男性社員、女性社員の方々及びアンケート調査にご協力頂きました 4,106名の方々

に、心から感謝申し上げます。 

 

2022年 2月                    公益財団法人 21世紀職業財団 

会長 伊岐 典子 



 

 

 

調査研究委員会 名簿 

          

 （アイウエオ順）(敬称略) 

 

 

（委員長）佐藤 博樹   中央大学大学院戦略経営研究科 教授 

高村 静    中央大学大学院戦略経営研究科  准教授 

小出 朋子   株式会社ＪＶＣケンウッド サステナビリティ推進室  

ダイバーシティ推進室 課長主事 

塩入 徹弥    大成建設株式会社 管理本部 人事部部長 兼  

人材いきいき推進室長  

関 剛彦    日本航空株式会社 人財本部 人財戦略部 

人財戦略グループ マネジャー 

三好 志保  株式会社三菱 UFJ銀行 人事部ダイバーシティ推進室室長 

村岡 祐三子 日本水産株式会社 人事部人事課 担当課長 

山崎 龍太  住友化学株式会社 人事部 担当部長 

           

 

※委員会メンバーの肩書は調査研究委員会発足当時 

 

 

執筆担当者 

 

氏名                          所属                            執筆部分 

山谷 真名  21 世紀職業財団 事業推進部 上席主任・主任研究員 第 1 編第 1 章、 

第 2 編第 2 章、第 4 章 

本道 敦子  21 世紀職業財団 事業推進部 上席主任             第 2 編第 1 章 

和田 みゆき 21 世紀職業財団 事業推進部 上席主任             第 2 編第 3 章 

 

 

事務局  公益財団法人 21世紀職業財団 

     橋本 かおる  業務執行理事・事務局長 

     座間 美都子  事業推進部長 

     山谷 真名   事業推進部 上席主任・主任研究員 

     本道 敦子   事業推進部 上席主任 

和田 みゆき  事業推進部 上席主任 

     鈴木 由子   事業推進部    

 

 



 

 

両立支援から活躍支援へ：働き方改革と男性の子育て参画が鍵 

調査研究委員会 委員長 

中央大学大学院戦略経営研究科 教授 

佐藤 博樹 

 企業は，これまで女性の活躍の場の拡大のために，女性の採用拡大に加えて，結婚や出産

などライフイベントに直面しても勤続を希望すればそれが実現できるように両立支援制度

を整備してきた。法定を上回る両立支援制度を整備してきた企業も少なくなく，短時間勤務

制度を取り上げると，法定は子が 3 歳までであるが，小学校 6 年まで利用可能な制度とし

ている企業もある。こうした結果，結婚や出産などで退職する女性が減少し，継続勤務を選

択できる職場環境が整備されてきている。しかしこうした取組みの結果，女性の活躍の場が

大きく拡大したかというと，それは限定されたものであった。両立支援制度の整備によって

継続勤務する女性社員の勤続年数が伸びても，そのことが女性の活躍の場の拡大に直結せ

ず，場合によっては活躍の場の拡大にマイナスの影響を及ぼしていることによる。それは，

両立支援制度を長期に利用することで仕事と子育ての両立が実現できても,女性社員自身

が経験できる仕事機会の量や質にはマイナスとなることによる。法定の短時間勤務制度で

あれば，子が 3歳までで，そのあとはフルタイム勤務に復帰することが期待できたが，短時

間勤務制度が延長され女性社員の利用が長期化すると，フルタイム勤務への復帰を想定し

た仕事の割り当てや能力開発が難しくなることによる。それだけでなく，両立支援制度を長

期に利用する女性社員と他の社員の間に，軋轢が生じている職場も散見される。こうした課

題を解消するために，女性の活躍の場の拡大では両立支援から活躍支援へと取組みの比重

を移行させている企業が増えつつある。活躍支援の取組みでは，管理職の役割と働き方改革

が鍵となる。 

管理職の役割では，入社直後の初期キャリアの段階から，男女別なく部下に成長を期待し，

成長に繋がる仕事を割り当て，指導を行うことが大事になる。このことを通じて，部下に「自

己効力感」（self-efficacy)やキャリア展望が持てるようにするのである。男性の部下に比

較して，女性の部下に関してはこうした取組みができていない管理職が多く，この点の改善

が急務となる。初期キャリアの段階から女性社員が，「自己効力感」やキャリア展望を持て

ると，結婚後や出産後にも希望するキャリアの実現のため，子育てだけでなく，同時に自己

のキャリアも大事にするようになることにつながるのである。 

働き方改革の取組みでは，単なる残業削減ではなく，必要な時にはいつでも残業できる社

員が存在することを前提とした仕事管理などのマネジメントを解消することである。こう

した働き方改革を通じて，両立支援制度を長期に利用せずに，女性社員が早くフルタイム勤

務に復帰し，フルタイム勤務でも仕事と子育ての両立が可能となる職場を実現するのであ

る。 

 この 2 つの取組みに加えて，さらにカップルでの子育てを支援することが企業や管理職

として必要となる。女性社員が，仕事と子育てを一人で抱え込むと，仕事と子育ての両立が

難しく，希望するキャリアを諦めざるをえないことにもつながりかねないことによる。女性

社員が，配偶者と子育てだけでなく，それぞれのキャリアについて話し合い，そのことを通



 

 

じてカップルでの仕事と子育ての両立に加えて，それぞれが希望するキャリアの実現を目

指すことができるようにすることである。そのためには，企業や管理職としては，自社の社

員とりわけ女性社員が，カップルで仕事と子育ての両立やお互いのキャリア希望に関して

話し合うことを支援することが大事になる。 

 今回の調査は，上記のような問題意識を踏まえて，子育て中のカップルの男女それぞれを

調査対象として，仕事と子育ての両立の現状や課題，さらにキャリア希望の現状や課題を明

らかにし，カップルでの子育てと，それぞれのキャリア希望を実現できるように，企業とし

て求められる支援のあり方や，カップルの取組みに関して，提言をまとめたものである。 
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第 1 章 調査研究の目的、調査の概要、ミレニアル世代の特徴と就業状況 

 

1. 問題意識と調査研究の目的 

 

1990年代以降、結婚・出産後も就業継続する女性の割合が徐々に高まり、2010 年以降そ

の増加のスピードが増してきた（図表 1-1-1）。特に近年は女性活躍推進法の制定、改正や、

企業におけるダイバーシティ＆インクルージョンに向けた取組みの進展など、女性が職業

生活の場で十分に能力を発揮していくことが求められるようになってきている。一方、その

ような中で、就業継続はできても、出産や育児を機にキャリアが停滞してしまい、女性が思

うように活躍できない、いわゆるマミートラックの問題が強く認識されるようになってき

た。 

他方、日本の男性は、海外に比べ、家事・育児参加時間がきわめて短く（図表 1-1-2）、そ

の育児休業取得率は、2020年において前年より 5.17ポイント上昇し 12.65％（図表 1-1-3）

となったものの依然として低い。内閣府『令和元年版 少子化社会対策白書』によれば、男

性の育児休業取得率が低い理由について、既婚で子どものいる男性では「周囲が忙しすぎて、

休暇を言い出せる雰囲気ではない」が 48.8％、「育児休業を取得することによって、人員が

不足し、職場や取引先に迷惑をかける」が 44.7％、「育児休業を取得することによって、そ

の後のキャリアに悪影響が出るおそれがある」が 33.0％となっている（図表 1-1-4）等、職

場への気兼ねやキャリアへの影響についての懸念から男性が育児に積極的に関われない状

況がうかがわれる。 

このように、現状では、妻の側にキャリアロス（キャリア形成のロス）、夫の側にプライ

ベートロス（家庭から得られる幸福のロス）が生じている共働き夫婦が多いが、この課題を

解消すれば、妻は職業生活の場でより能力を発揮することができるとともに、夫は家庭生活

の場でより子育てに関わることができるようになり、夫婦それぞれのウェルビーイング（す

べての面で満たされた幸福な状態）を向上していくことができると考えられる。社員のウェ

ルビーイングを実現することは企業の生産性向上にプラスの影響を与えるとの研究結果

（Lyubomirsky・King・Diener,2005、エイカー,2012）があることを踏まえれば、共に働く

だけでなく、それぞれがキャリアを自律的に考えて形成し、仕事においても家庭においても

充実した生活を実現する夫婦（このような夫婦を本調査研究では「デュアルキャリアカップ

ル」（注）と称することとする）をめざす人々の希望をかなえ、その数を増やしていくこと

は、企業経営にとっても大きな意義があると考える。 

そこで、本調査研究においては、上の世代と比較して男女雇用機会均等や育児と仕事の両

立関連の制度が整ってきた中で働き、子育てをしている、いわゆるミレニアル世代（本調査

研究においては、26 歳～40 歳：1980 年～1995 年生まれ）の共働きの男女正社員・正職員の

キャリア観や家事・育児分担の状況、それぞれが属する企業（職場）のキャリア形成の状況

を明らかにすることで、夫婦ともに、キャリア志向を持ち、家事・育児を担いながら、キャ

リアを形成できる要因は何か、他方で、両者あるいは片方のキャリアが停滞してしまう原因

は何か、を探ることを目的とする。 
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このため、対象世代の共働きの男女正社員・正職員を対象として、インタビュー調査及び

アンケート調査を行い、その分析を行う。また、これらの調査結果を踏まえて、①デュアル

キャリアカップルをめざす夫婦が、その希望を実現してともに活躍していくために、また

人々がデュアルキャリアカップルをめざせる環境を創っていくために、企業や職場の管理

職に期待される役割や取組みに関する提言を行うとともに、②子育てをしながら働く夫婦

がデュアルキャリアカップルとなるための提言を行うこととしたい。 

 

 

 

図表 1-1-1 【第一子妊娠判明時に正規の職員であった女性】 

第一子出生年別 第一子 1 歳児の就業状況 

 

出所：国立社会保障・人口問題研究所(2017)『現代日本の結婚と出産：第 15回出生動向

基本調査（独身者調査ならびに夫婦調査）報告書』図表Ⅱ-4-10より作成 

 

 

 

図表 1-1-2  6 歳未満の子どもを持つ夫婦の家事・育児関連時間（週全体平均） 

（1 日当たり、国際比較） 

 

出所：内閣府『男女共同参画白書 令和 2年版』 
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図表 1-1-3 男性の育児休業取得率の推移 

 

出所：厚生労働省『令和２年度雇用均等基本調査』 

 

 

 

 

図表 1-1-4 男性の育児休業取得率が低い理由 

 
内閣府『令和元年版 少子化社会対策白書』 
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2. 先行研究 

 

(1) 男女のキャリア 

 男女で若手の時から業務配分が異なっている状況は、21 世紀職業財団（2015）が明らか

にしている。男性管理職の 31.5％が、女性部下よりも男性部下に「困難な仕事を与える」

と回答し、男性管理職の 31.4％が、女性部下よりも男性部下に「責任の重い仕事を与えて

いる」と回答した。ワーク・ライフ・バランス＆多様性推進・研究プロジェクト（2018）は、

営業部門の管理職を対象とした調査を実施し、「やりがいのある仕事を与えている」、「その

部下の職務遂行上の課題を指摘している」、「今後のキャリアを後押ししている」の３つの育

成行動において、女性部下よりも男性部下に対して行っている管理職の割合が高いことを

明らかにした。また、21世紀職業財団（2020）では、「重要な仕事は男性と女性どちらが担

当することが多いと思いますか」という問いに対し「男性が担当することが多いと思う」と

回答する女性の割合が、100～299 人規模の企業で 66.0％、300人以上規模の企業で 60.3％

であり、総合職の女性に絞って見ても、それぞれ 58.1％、55.5％と 5割を超えている。 

男女の仕事経験の違いについても、これまで研究が積み重ねられている。例えば、大内・

奥井・脇坂（2017）によると、基幹労働者に限定しても、女性は ｢同じ事業所内での配置転

換｣ が多いのに対して、男性の方が ｢転居を伴う転勤｣ ｢国内関連会社への出向｣ ｢海外転

勤｣ など幅広く経験している｡女性課長比率が低い企業群ほど、配置転換による経験の男女

差が大きい｡ 女性管理職は比較的幅広い経験を積んでいるが、男性管理職よりは経験の幅

が狭く、また女性の多い職場に配属されている人が多い｡ 

 このように、男女のキャリア形成の違いについては明らかにされているが、子どものいる

男女正社員に対象を絞って男女のキャリア形成の違いを明らかにした研究は見当たらない。 

 

 (2) マミートラック 

 育児理由の短時間勤務者についての課題を指摘している研究はいくつかある。例えば、松

原（2012）は、短時間勤務時の業務は、迅速性・緊急性、チャレンジ性、出張の 3点がなく、

業務の難易度が高くなっているという認識は本人にも上司にもないことを明らかにし、能

力開発機会を喪失しているだけでなく、社員として求められる職業能力の確保も困難にし

ている可能性があることを示した。武石（2013）は、短時間勤務者には、社外との調整が求

められる仕事や一人で責任を担う仕事は与えられていないことを明らかにした。奥野・大内

（2019）は、16 の職務内容 について、現在と育児休業前の担当状況を尋ね、復職後に減っ

た職務は、 ｢単独で進めやすい業務｣ ｢トラブルや緊急事態への対応｣ ｢他部門を巻き込み

ながら進める業務｣ ｢他部門との調整が必要な業務｣ ｢顧客や取引先との打合わせや交渉が

ある業務｣ ｢協力会社や取引企業と一緒に進める業務｣ ｢高い目標達成につながる業務｣ で

あり、増えた業務は、｢計画の立てやすい業務｣｢代わりの人が容易にできる業務｣ ｢部門内の

戦略策定に関わる業務｣ ｢部門内の業務改善の提案やその推進に関わる業務｣であることを

明らかにしている。｢戦略策定｣ ｢部門内の業務改善｣は、能力を高めるのに有効な仕事であ

るが、全体的には復職者の能力を高めるのに有効な仕事が減り、能力が停滞しがちな仕事が

増えていることを示した。 

 また、矢島（2014）は、出産後にキャリア意識が変化して「生活重視」になった人の理由

として「残業など長時間働くことができないと評価を得られない」「育児中の社員はやりが
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いや責任のある仕事ができない」「所定外労働の免除や短時間勤務など両立支援制度利用者

の仕事の評価が低い」「両立支援制度を利用しながらの長期的なキャリアイメージがみえな

い」といった回答の割合が「管理職・専門職志向」や「今の仕事・多様な仕事経験に意欲」

のある人に比べ、高いことを示している。 

 このように、育児休業からの復職後にマミートラックに入ってしまう課題については明

らかにされているが、マミートラックの要因やマミートラックから脱出する方法について

明らかにした研究は見当たらない。 

 

(3) 男性の家事・育児 

 男性の家事・育児については、石井（2013）があり、その中でも多くの研究が紹介されて

いる。例えば、父親の育児・子育て参加の規定要因は、相対的資源差説（学歴や収入の低い

ほうがより多くの家事・育児を行う）、時間的余裕説（労働時間が長く、家にいる時間が少

ないから家事・育児ができない）、性別役割分業観説（家事・育児は女性の仕事と思ってい

るため、男性は家事・育児をしない）、職場環境と慣行（夜間・深夜勤務がある/年次有給休

暇取得日数が少ない/始業・終業時刻の自由度がないと、育児をしない）、女性のゲートキー

ピング説（妻の働きかけ（あるいは拒絶）が夫の育児を促進（あるいは抑制）する）等であ

ることを明らかにしている。また、父親の育児参加が与える妻への影響として、妻の育児ス

トレスの軽減、妻の幸福感の向上等が挙げられている。 

 また、企業活力研究所（2015）は、夫婦ともに出産後も正規雇用で働き続け、6歳以下の

末子を持つ男性を対象に調査し、その対象者では、家事・子育てを可能な限り行うとする比

率が結婚当初の時点で 7割を超えており、現在は 8割近くに上っていること、一方、仕事が

ある日において、家事・育児を積極的に行いたくない理由として、仕事への支障を挙げてい

る人が 25.9％であった。また、「定時に退社」している男性は、子育て中であることを積極

的に職場に伝えている等の工夫を行っていることを明らかにした。さらに、家事・育児のメ

リットとして「優先順位をつけて効率的に仕事を行うようになる」（84.2％）、「職場の同僚

や部下の家庭環境等に十分配慮した対応を取りやすくなる」（66％）ことも認識されている

ことを示した。 

 このように、どのような環境・意識があれば、男性が家事・育児を行うか、また妻の感情

への影響については、多くの研究の積み重ねがあるが、妻のキャリアへの影響、夫婦のめざ

すキャリアタイプへの影響について明らかにした研究は見当たらない。 

 

 

3． ミレニアル世代の特徴 

 

 「ミレニアル世代」とはもともとアメリカでの呼称で、1980 年から 2000年前後に生まれ

た世代と言われているが、様々な論者によってその定義には多少の幅がある。本調査研究で

は、以下の観点から調査時に 26 歳～40 歳（1980 年～1995 年生まれ）の者をミレニアル世

代として調査対象とした。 

男女平等に向けた社会の動きと本調査研究におけるミレニアル世代との関係を見てみる。

1986 年に施行された男女雇用機会均等法は、1999 年に１回目の改正がされ、募集・採用、

配置・昇進について女性を理由とする差別的取り扱いが禁止となった。この時、現在 40歳

5

第
1
編
　
第
1
章
　
調
査
研
究
の
目
的
、
調
査
の
概
要
、
ミ
レ
ニ
ア
ル
世
代
の
特
徴
と
就
業
状
況



6 

 

の人が 18 歳、26 歳の人が 4 歳である。したがって、ミレニアル世代のほとんどの人は、1

回目の改正後に就職したと思われる。男女雇用機会均等法の 2 回目の改正が行われたのは

2007 年で、男女双方の差別禁止やセクシュアル・ハラスメント防止の措置義務や間接差別

が規定された。また、この頃から、「イクメン」という言葉が普及した。この時、現在 40歳

の人が 26歳、26歳の人は 12歳である。また、その 2年前の 2005 年に次世代育成支援対策

推進法が施行され、仕事と育児の両立が企業で本格的に推進されるようになった。つまり、

本調査研究におけるミレニアル世代の多くは、その後に、子どもを持っていると思われる。 

もう一点、重要と思われるのは、家庭科男女共修が 1993 年から中学校で、1994年から高

等学校で始まっていることである。つまり、本調査研究におけるミレニアル世代は全員、家

庭科を男女共修で受けている世代である。花王（2018）によれば、男性の家事の担当状況を

見てみると、2006年に首都圏の 20～30代の夫が主に担当していた割合が高かったのは「ご

み出し」、「浴室掃除」、「資産・家計の管理」などだったが、2016 年には調査項目のすべて

において男性の担当割合が上昇し、「洗濯」「掃除」全般にまで広がっているとのことである。 

このように、本調査研究におけるミレニアル世代は、上の世代と比べると、男女平等の環

境の中で、働き、子どもを育てていると言えるであろう。 

経済同友会米州委員会（2015）によれば、「日本のミレニアル世代が生まれ育ったのは、

いわゆる“失われた 20 年”と言われる低成長とデフレの時代である。このため、日本の将

来に不安を抱いていて、身の丈志向―自ら実感や手ごたえを得られる範囲で満足する、確実

な見返りや保証を得たいといった志向―が強い。また、競争よりも協調を重んじる教育を受

け、不景気の世の中を一人では乗り切れないとして、仲間同士の連帯感を大切にする。その

一方、個性を尊重する教育を受けたため、自分なりの個性はしっかりと発揮し、グループ内

での自分の立ち位置を確保したいとの気持ちを持つ。職場においては、個人としての成長や

充実感を得ることを目的とすると同時に、他の社員との出会いや連帯感を大切に、チームと

して仕事に取り組む中で、互いに成長し合うことを目指す。また、個人として成長し、かつ

社会にも役立つ仕事をしたいという考え方を持っている。」ということである。 

年齢階層別の人口は、図表 1-1-5 である。ミレニアル世代は上の世代よりも少なくなって

いるが、15～64 歳の生産年齢人口の 27.2％を占めている。 

 

図表 1-1-5 年齢階層別総人口 

(千人) 

出所：総務省人口統計 2020 年 11 月１日現在(平成 27 年国勢調査を基準とする推計値)より作成 
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4. ミレニアル世代の就業状況 

 

(1) ミレニアル世代の就業状況の現状 

 前項で見たように、ミレニアル世代は、上の世代と比べると、法律や教育における男女平

等が進んだ環境で育っているが、就業状況はどうだろうか。ここでは、統計調査の都合上、

25～39 歳に、着目する。 

 男女別年齢階層別に就業率と完全失業率を見ると、男女で完全失業率にはあまり違いは

ないが、就業率の男女差は、60～64 歳に次いで、35～39歳で最も大きく、18.8 ポイントも

ある。女性労働の課題と言われてきた M字型の底はずいぶん高くなってきたが、未だに、男

性の就業率と比べると大きく差がある。 

 

図表 1-1-6 男女別年齢階層別 就業率と完全失業率 

 

出所：総務省「2020 年 労働力調査」より作成 
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次に、男女それぞれについて、年齢階層別に有配偶率、有配偶就業率、有配偶正規の職

員・従業員率を見たのが、図表 1-1-7と図表 1-1-8である。 

 男性では、25～39 歳では、40 歳以上と比較すると、有配偶就業率と有配偶正規の職

員・従業員率の差が小さい。これは、正規の職員・従業員でないと結婚しづらい状況にあ

るからだと推測される。 

 女性では、男性とは全く異なったグラフの形状になっている。30～34歳で、有配偶正規

の職員・従業員率が最も高いが、それでも 22.5％と非常に低い。 

 

図表 1-1-７ 【男性】年齢階層別 有配偶率、有配偶就業率、有配偶正規の職員・従業員率 

 

 
出所：総務省「2020年 労働力調査」より作成 

 

図表 1-1-8 【女性】年齢階層別 有配偶率、有配偶就業率、有配偶正規の職員・従業員率 

 

出所：総務省「2020 年 労働力調査」より作成 
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年齢階層別、有配偶・未婚別に就業状況を見ると、男性では、どの年齢階層でも、有配

偶のほうが未婚よりも、正規の職員・従業員の割合が高い。女性では、どの年齢階層で

も、未婚のほうが有配偶よりも正規の職員・従業員の割合が高い。 

 

図表 1-1-9 【男性】年齢階層別 有配偶・未婚の就業状況 

 

出所：総務省「2020 年 労働力調査」基本集計 第 I-4表より作成 

 

図表 1-1-10 【女性】年齢階層別 有配偶・未婚の就業状況 

 

出所：総務省「2020 年 労働力調査」基本集計 第 I-4表より作成 
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